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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○年○月○日　


　北海道労働委員会会長　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　札幌市○○区○○条○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　　　称　北海道工業労働組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　執行委員長　甲野　一郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　電話 000-000-0000 FAX 000-000-0000


労働組合資格審査申請書

　次の理由により、労働組合の資格審査を受けたいので、証拠資料を添えて申請します。

記

１　申請理由
　　不当労働行為救済申立てのため
２　添付資料
 (1)　労働組合及び関係事業所の概要（別紙）
 (2)　労働組合規約及び附属規程
 (3)　事業所職制及び非組合員の範囲一覧表
 (4)　使用者から経理上の援助を受けていないことを立証する書面
　　ア　労働組合の予算書及び決算書
　　イ　使用者から経理上の援助を受けていない旨の誓約書
 (5)　組合役員名簿
 (6)　労働協約







別紙

労働組合及び関係事業所の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　○年○月○日現在）
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名　　　　　　称
	
北海道工業労働組合

	
	
所在地
	
札幌市○○区○○条○丁目○番○号

	
	
代表者職氏名
	
執行委員長　甲野　一郎

	
	
設立年月日
	
　　○○年○月○日
	
組合員数
	
　　　　　○○　人

	
	
組合役員専従者数
	
　　　　　　○　人
	
事務職員数
	
　　　　　　○　人

	
	
組合種別
	
単位組合　・　連合団体

	
	
所属上部団体
の有無、名称及び
所在地
	
有（加入年月日　  　　○○年○月○日）　・　無
全国○○労働組合連合会北海道支部
札幌市○○区○○条○丁目○番○号

	
	
傘下組合数又は
支部、分会の数、名称及び所在地
	
１
○○事業所支部
○○市○条○○丁目

	
	
法人登記の有無
	
有（登記年月日　　　　　年　月　日）　・　無
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名　　　　　　称
	
北海道工業株式会社

	
	
所在地
	
札幌市○○区○○条○丁目○番○号

	
	
代表者職氏名
	
代表取締役　北海　道男

	
	
事業内容
	
○○○○業
	
従業員数
	
　　　　○○○　人

	
	
上級事業所の名称
及び所在地
	



	
	
下級事業所の数、
名称及び所在地

	
１
○○事業所　○○市○条○○丁目


	
	
	


　


【記載要領】
１　申請書
 「申請理由」欄は、①不当労働行為救済申立てのため、②労働者委員候補者推薦のため、③法人登記のため、④労働協約地域的拡張適用のため、⑤無料の労働者供給事業の許可申請のため、⑥無料の職業紹介事業の許可申請のためのいずれかを記載してください。。
２　添付資料
 (1)　労働組合及び関係事業所の概要
「傘下組合数又は支部、分会の数、名称及び所在地」欄及び「下級事業所の数、名称及び所在地」欄に記載しきれない場合は、別紙として添付してください。
 (2)　労働組合規約及び附属規程
　　　附属規程とは、議事運営規程、選挙規程等をいいます。
 (3)　事業所職制及び非組合員の範囲一覧表
ア　この一覧表の作成に当たっては、別記１を参考にして、組織図により、組合員と非組合員とを点線で区分してください。
イ　非組合員の範囲について、労使の間に争いがある場合は、その概要を付記してください。
 (4)　使用者から経理上の援助を受けていないことを立証する書面
ア　労働組合の予算書及び決算書
　　予算書は当該年度のもの、決算書は前年度のものを添付してください。
イ　使用者から経理上の援助を受けていない旨の誓約書
　　誓約書は、別記２を参考にしてください。
　なお、このほかに、使用者から経理上の援助を受けていないことを立証する書面がある場合は、その書面を添付してください。
 (5)　組合役員名簿
　役職名及び氏名を記載し、専従の場合はその旨を、会社における役職がある場合はその役職名を付記してください。
 (6)　労働協約
　労働協約を締結している場合は、添付してください。
３　連合団体である労働組合の場合
　申請者が連合団体（複数の労働組合によって組織される上位の団体をいう。）である労働組合の場合には、上記１及び２によるほか、次に定めるところにより記載してください。
 (1)　「労働組合及び関係事業所の概要」の「関係事業所」欄は、不当労働行為救済申立てのための申請にあっては、当該不当労働行為に係る事業所について記載してください。
　　　なお、これ以外を理由とする申請にあっては、この欄の記載は不要です。
 (2)　「事業所職制及び非組合員の範囲一覧表」については、不当労働行為救済申立てのための申請にあっては、当該不当労働行為に係る事業所について記載してください。
　　　なお、これ以外を理由とする申請にあっては、この一覧表に代えて連合団体の組織図を添付してください。
 (3)　連合団体そのものの審査のほか、単位組合（連合団体を構成する個々の労働組合をいう。）の中から２～３の労働組合を抽出して審査しますので、当該単位組合についての上記２の添付資料を作成し、申請書に添付してください。この場合において、「誓約書」中、「申請者」とあるのは、「抽出組合」と読み替えて作成してください。
４　申請前６箇月以内に当労働委員会の適格決定を受けている場合
　前回の申請書の添付書類の内容に変更がないものについては、その提出を省略することができます。
　なお、添付書類を省略する場合には、「前回の適格決定以降変更がない」旨の書面を提出してください。
５　申請書及び添付資料は、Ａ４判縦長横書きで作成し、１部提出してください。

別記１
	
事業所職制及び非組合員の範囲一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　○年○月○日現在）
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　非組合員の範囲についての労使間の争いの概要
　　○○主任について、会社は、人事労務を担当する監督者であるから、組合員になれない旨
　主張している。しかし、実態は、そのような職務を担当しておらず、組合に加入している。



	
誓　　　約　　　書

　当組合は、使用者から労働組合法第２条第２号の規定に該当する経理上の援助を受けていません。
　　　　○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所   在   地　札幌市○○区○○条○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　　　　称　北海道工業労働組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　執行委員長　甲野　一郎　


 

